
その他の事業 
事 業 名 

事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

 

ＩＪＵターン 

移住促進事業 

 

企画財政部 

〈企画政策課〉 

 

地方創生 

 

10,000  

 

 
 

宮崎市移住センターにおいて、移住コンシェルジュによる相談・受入体制の

充実を図るとともに、圏域(本市、国富町、綾町)の魅力を発信し、移住や定住

に向けた取組を行います。 

 

○主な事業内容 

 ・相談・コーディネート業務 

 ・ウェブサイトやＳＮＳ等による情報発信及び移住パンフレット等の作成 

 ・移住者や関係団体との意見交換及びネットワークの構築 

 ・移住後のフォローアップ 

 
○新 

第五次宮崎市総合 

計画策定事業 

 

企画財政部 

〈企画政策課〉 

 

7,000  

 

 
 

第四次宮崎市総合計画が平成29年度までの計画期間となっているため、次期

計画の策定準備を行います。 

 

○主な事業内容 

 ・総合計画審議会の開催 

 ・市民意識調査の実施 

 ・基本構想案の作成 

 

 

東京事務所 

事務管理費 

 

企画財政部 

〈企画政策課〉 

 

28,080  

(30,190) 

 
 

首都圏におけるシティセールスや中央官庁等との連絡調整を迅速に行うた

め、東京都千代田区にある東京事務所において、市政に関する情報や資料の収

集を行います。 

 

○新  
経済センサス活動調

査費 
 
総務部 
〈情報政策課〉 
 

 
16,973  

 

全産業分野における事業所及び企業の経済活動を全国的及び地域別に明らか

にするとともに、事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得

るため、事業所の従事者数、主な事業の内容、売上高及び費用等の経理事項等

に関する調査を実施します。 
 
○調査期日 平成28年6月1日 
 

 

国民年金運営事業費 

 

税務部 

〈国保年金課〉 

 

3,500  

(3,499) 

 

 

年金制度の周知を図り、市民の年金受給権を確保するため、国民年金事業を

推進します。 

 

○主な事業内容 

 ・国民年金に関する届出、免除や学生納付特例の申請書の受付 

 ・年金給付裁定請求書の受付 

 ・国民年金に関する相談や広報 

 

開発指導事務管理費 

 

都市整備部 

〈開発指導課〉 

 

980  

(910) 
 

 良好なまちづくりを維持するため、都市計画法に基づく開発許可及び市街化

調整区域の建築許可の制度を遵守し、適正な事務処理に努めます。 

 

 

【平成26年度実績】 

 ・開発許可件数     13件 

 ・建築許可件数    229件 
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その他の事業 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

 

効率的な資金運用・ 

一時借入金の抑制 

 

出納室 

 

 

 

500  

(500) 

一年間の資金の需給状況を的確に把握し歳計現金を短期で運用するととも

に、基金の効率的な運用を行い預金利息等の獲得を図ります。また、万一の資

金不足に備え、支払日の調整や債券の売り現先取引の活用を行い、一時借入に

よる支払利息の縮減に努めます。 

(借入限度額：一般会計 15,000,000、支払利息見込額 500) 

 

○主な事業内容 

 ・効率的な資金運用 大口定期預金、譲渡性預金、普通預金による運用 

 ・一時借入金の抑制 債券の売り現先取引の活用 

 

※売り現先取引とは、債券を一定期間後に一定の価格で買い戻すことを予め取

り決めた短期の資金調達のこと。 

 

ＣＡＴＶによる 

議会放映事業 

 

議会事務局 

 

 

3,888  

(3,888) 

多くの市民が議会と市政に関心を深められるよう、議場から議会の開催状況

をケーブルテレビにより中継放送します。 

 

○事業の概要 

 ・委託料 : 本会議放映料一式 

 

 

 

議会広報事業 

 

議会事務局 

 

 

1,607  

(1,607) 

より開かれた議会の実現と議会活性化のため、インターネットを活用して、

議場から議会を放映します。  

 

○事業の概要 

・委託料 : インターネット配信業務一式 

 

 

 

 

市議会の運営 

 

議会事務局 

 

 

92,510 

(95,112) 

 

 

効率的な議会運営を推進するため、次の活動を行います。 

  

○主な事業の概要 

 ・定例会の開催 年4回(6月・9月・12月・3月) 

 ・常任委員会等調査活動              20,330 

  (常任委員会) 総務財政委員会、文教民生委員会、 

         建設企業委員会、市民経済委員会 

 ・政務活動                   38,400 

○新     

議事堂設備改修事業 

 

議会事務局 

 

 

8,710 

 

 

 

 

円滑な議会運営を行うため、老朽化している設備を改修します。 

  

○事業の概要 

 ・工事請負費：委員会室録音収音設備、発言残時間表示器、 

傍聴席映像提示装置の更新 
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その他の事業 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

○新 

参議院議員選挙事業 

 

選挙管理委員会 

事務局 

 

 

56,000  

 

 

 

 

平成28年7月25日任期満了に伴う参議院議員通常選挙を行います。 

  

○参議院議員通常選挙の概要 

・任 期    6年  

【名簿登録者数】  

 一般 325,860人（平成27年12月2日現在） 

   在外   205人（平成27年12月2日現在） 

○期日前投票所の増設 

 選挙権年齢が18歳以上に引き下げられたことに伴う宮崎公立大学への設置 
○投票所入場券の変更 

 期日前投票宣誓書が記載された投票所入場券の導入 

 

○新 

海区漁業調整委員会 

委員選挙事業 

 

選挙管理委員会 

事務局 

 

 

1,000  

 

 

 

 

 

平成28年8月14日任期満了に伴う海区漁業調整委員会委員選挙を行います。 

 

○海区漁業調整委員会委員選挙の概要 

・定 数    9人 

・地 域    宮崎海区(宮崎県内の海面に沿う市町) 

・任 期    4年  

【名簿登録者数】  

284人(平成27年12月5日現在) 

 

○新     

北土地改良区 

総代選挙事業 

 

選挙管理委員会 

事務局 

 

 

 

320  

 

 

   

平成28年4月25日任期満了に伴う北土地改良区総代総選挙を行います。 

 

○北土地改良区総代総選挙の概要 

 ・総代数   35人 

 ・任 期    4年 

【名簿登録者数】 

732人(平成24年4月10日現在) 

 

○新  

住吉土地改良区 

総代選挙事業 

 

選挙管理委員会 

事務局 

 

 

 

310  

 

 

 

平成28年4月28日任期満了に伴う住吉土地改良区総代総選挙を行います。   

 

○住吉土地改良区総代総選挙の概要 

 ・総代数   30人 

 ・任 期    4年 

【名簿登録者数】 

695人(平成24年4月17日現在) 

 

○新  

高岡町土地改良区 

総代選挙事業 

 

選挙管理委員会 

事務局 

 

 

 

410  

 

 

 

 

平成28年10月5日任期満了に伴う高岡町土地改良区総代総選挙を行います。   

 

○高岡町土地改良区総代総選挙の概要 

 ・総代数   41人 

 ・任 期    4年 

【名簿登録者数】    

1,210人(平成24年9月26日現在) 
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その他の事業 

事 業 名 
事業費 
(前年度) 

説   明         (単位：千円) 

○新  

大淀川左岸 

土地改良区 

総代選挙事業 

 

選挙管理委員会 

事務局 

 

 

830  

 

 

 

 

平成29年3月26日任期満了に伴う大淀川左岸土地改良区総代総選挙を行い

ます。    

 

○大淀川左岸土地改良区総代総選挙の概要 

 ・総代数   42人(うち宮崎市30人) 

 ・任 期    4年 

【名簿登録者数】    

2,812人(平成25年3月12日現在) 

 
 
農業者年金業務 
推進事業    
 
農業委員会事務局 

 

 

1,058  

(1,032) 

 

 

農業者の老後の生活安定と福祉の向上に資するため、農業者年金(経営移譲年

金、老齢年金)の給付手続きを進めます。 

また、若い農業者への制度の周知・加入推進を図ります。 

 

○主な事業内容 

・年金受給者現況届の受付及び台帳整備 

・未加入者に対する個別説明の実施 
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